
 

アンテナショップ等と連携した全国特産品の展示紹介事業実施要領 

 

令和３年２月１８日付２産労観企特第５号 

改正 令和４年２月２１日付３産労観企特第１０号 

改正  令和５年２月１４日付４産労観企特第８号 

改正 令和６年４月１０日付６産労観企第１６６号 

 

（目的） 

第１条 この要領は、アンテナショップ等と連携した全国特産品の展示紹介事業実

施要綱（令和６年４月１０日付６産労観企第１６５号。以下「実施要綱」という。）

に基づいて実施するアンテナショップ等と連携した全国特産品の展示紹介事業

（以下「本事業」という。）の運用に必要な事項を定め、その円滑な実施を図る

ことを目的とする。 

 

（公募に関する内容） 

第２条 実施要綱第５条に規定する公募については、次に定める事項に基づき実施

する。 

（１）募集対象事業者 

  募集の対象事業者は、次に掲げるすべての要件を満たすものとする。なお、

代表事業者と連携事業者で構成されるグループ（以下「グループ」という。）

で実施することも可能とするが、その場合はイの要件を満たすものとする。 

ア 都内に活動の拠点を有し、かつ、法人格を有する組織であること。（法人格

を有していない場合は、民主的な意思決定機関（理事会、総会、運営委員会な

ど）が置かれ、定款又はそれに準じる会則などを定めていること。） 

イ グループの場合、その代表事業者はアの要件を満たすものとする。代表事業

者は、グループを代表して事業を取りまとめ、事業の進行管理及び負担金に係

る一切の責任を負うものとする。また、グループは常時連絡可能な体制を整え

るとともに、共同して事業を実施すること。 

（２）欠格条項 

   次のいずれかに該当する者は、本事業に応募できないものとする。なお、応

募後に次のいずれかに該当することが判明した場合は、応募受付を取り消すも

のとする。 

 ア 暴力団（東京都暴力団排除条例（平成23年東京都条例第54号。以下「暴排条

例」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

 イ 法人その他の団体の代表者、役員、使用人、その他の従業員若しくは構成員、

 又は個人で申請する場合はその個人に暴力団員等（暴力団並びに暴排条例第２

 条第３号に規定する暴力団員及び同条第４号に規定する暴力団関係者をいう。

 以下同じ。）に該当する者があるもの 

 ウ 事業税その他租税の未申告又は滞納がある者 

 エ 民事再生法（平成11年法律第255号）、会社更生法（平成14年法律第154号）、



 

破産法（平成16年法律第75号）に基づく申立・手続中（再生計画等認可後は除

く。）、又は私的整理手続中など、事業の継続性について不確実な状況が存在

している者 

 オ 会社法（平成17年法律第86号）第472条の規定により休眠会社として解散し

たものとみなされている者 

 カ その他、知事が適切でないと判断する者 

（３）応募内容 

   応募内容は、以下のアからウまで掲げる全てに該当するものとする。 

 ア 実施要綱第３条に定める条件を満たすものであること。 

 イ 未発表のものであること。 

 ウ 本事業の実施開始予定日（令和６年９月中旬）から確実に実施開始可能と認

められること。 

（４）応募方法 

次の応募書類を応募先まで郵送又は持参するものとする。 

ア 応募書類 

提出部数は、２部（正・副）とする。ただし、（エ）事業提案書については、

紙媒体１０部及び電子データを提出するものとする。 

 （ア）応募申請書（第１号様式） 

（イ）経費内訳書（第２号様式） 

（ウ）申請者の概要（第３号様式） 

（エ）事業提案書 

   事業提案書の作成に当たっては、仕様書に基づき、下記事項を必ず記載す

ること。なお、事業提案書の様式はＡ４サイズで作成すること。縦・横は問

わない。 

  ①本事業のコンセプト 

   ※本事業のあるべき姿等について独自の分析を行い設定すること。 

   ※本イベントの目指すべき姿、来場者目標等を示すこと。 

  ②運営体制と事業実績 

   ・事業の運営体制（人員配置、役割分担、連絡体制）。再委託の場合は再 

委託先を含む。 

    ・事業責任者及び本事業に関連する業務に係る実績 

    ・事業全体のスケジュール 

   ③売り場開設に係る企画提案（出展ブース、被災地応援コーナー及び旅行促 

進施策も含む。） 

    ・会場の提案（同一会場内の離れた場所で実施する場合は、回遊性向上策 

含む） 

    ・売り場のデザイン及びレイアウトの提案（複数案）、デザイン及びレイ

アウトの考え方（実施の際のデザイン及びレイアウトは都と協議の上で

決定する。） 

    ・出展ブースの出展者募集等 



 

・被災地応援コーナーの内容 

・イベントを通じた全国各地への旅行促進に係る内容 

    ・開設スケジュール 

    ・想定される申請書類の一覧 

   ④売り場運営に係る企画提案 

    ・売り場運営等の事業計画及び業務体制（英語に対応できる販売スタッフ

の配置も含む。） 

    ・販売スタッフへの指導及び管理方法（研修も含む。） 

    ・想定する取扱商品及び陳列・訴求方法 

     ※商品選定では、本事業の目的達成を考慮すること。また、都が選定す

る道府県担当者との調整を行うものとする。 

    ・商品の仕入れ及び管理方法 

    ・販売する商品の考え方 

    ・各地域の魅力の訴求方法 

    ・決済方法及び会計管理 

     ※想定する決済方法・種類を記載すること。 

   ⑤広報に係る企画提案 

    ・イベントの広報計画 

    ※Webサイトの制作や主な広報は、他で募集する「都内アンテナショップ

を周遊するイベント」の受託事業者が実施する。 

イ 応募先 

東京都産業労働局観光部企画課 

ウ 応募期間 

  知事が別に指定する応募開始の日から応募締切の日までとする。  

 

（審査結果の通知） 

第３条 実施要綱第６条による審査結果については、本事業の応募者全てに通知

する。 

２ 実施要綱第６条により、事業者と決定した者が辞退した場合は、順次繰り上

げを行うものとする。 

 

（事業の実施） 

第４条 実施要綱に定める本事業における全国各地の特産品販売に係る商品の仕

入れ、販売を行う事業者として決定された者は、アンテナショップ等と連携し

た全国特産品の展示紹介事業費負担金交付要綱（令和６年４月１０日付６産労

観企第１６８号）に基づき、知事に負担金の交付を申請することができる。 

２ 本事業の負担金の対象期間は、令和６年度の負担金交付決定の日から、イベ

ント終了まで（事後処理期間も含む。※令和７年３月中旬を予定）とする。 

３ 事業の実施期間は、令和６年度の負担金交付決定の日から、イベント終了ま

で（事後処理期間も含む。※令和７年３月中旬を予定）とする。 



 

 

（その他） 

第５条 その他本事業の運用に必要な事項については、別途定める。 

 

附 則 

この要領は、令和３年２月１８日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和４年２月２１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和５年２月１４日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和６年４月１０日から施行する。 

 


